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１　施策の目的と指標
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２　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成
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背景として考えられること評価

〇

〇

速報値である。
※最終値については、７月末～８月上旬に確定す
る。

熊本地震による影響額や今後の事業計画を踏まえ
て財政計画の見直しを行った。また、当初の基金繰
入見込額より最終繰入額が減となったことによる。

施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価）

249,008 291,470

10,696

66,633 73,678

1,708,768 1,944,974

9,830 8,919

0 0

28年度

1,957,776 2,236,444

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

1,636,134 1,700,069

11,368(A)のうち時間外、特殊勤務手当

延べ業務時間

(A)のうち指定経費

1,614,484一般財源

事業費計  （A）

27 27

10,492 7,381

1,854,580

73,962 74,094

0 0

政策名（基本方針） 自治の健康 施策名

対象

7.1

数値区分

成り行き値

目標値

実績値

30年度 31年度

6.0

6.0

4.2

5.3

5.3

29年度

関係課
施策統括部 総務部

施策主管課

意図市の財政

成果
指標

99.04

26年度
現状値

実績値

成り行き値

目標値

実績値

成り行き値

目標値

実績値

3,743,276

成り行き値

目標値

3,736,000

3,888,000

3,350,000

3,350,000

99.47

6.4

6.4

3.3

3,324,000

3,324,000

3,465,385

98.97

99.10

98.97

99.20

3,548,769

98.97

99.00

99.40

事務事業数

国庫支出金

財政課

名称

実質公債費比率

基金残高（財政調整基金）

税収納率（現年度）

○

28年度 29年度事務事業数・コスト 30年度 31年度

A

B

C

D

％

新規滞納者を増やさないよう未納者への早期対応を
行い、納期内納付の奨励に努めた。

千円

％

作成日 平成
更新日 平成

シート１

人件費計  (B)

トータルコスト(A)＋(B)

本数

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

時間

千円

千円

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

財政の健全化

健全な財政状況を保つ



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】施策の方針
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施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価）

・計画的な財政運営と将来負担を見据えた財政の健全化を図ります。
・市税等の収納率の向上と政策推進による自主財源の確保に努めます。

実質公債費比率は財政課で把握

財政の健全化シート２
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Ｂ

【３】成果指標の目標設定とその根拠(上段)・成果指標の測定企画(下段)

【２】協働によるまちづくりの具体策（市民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割
・市民は、納税の義務を果たし、受益者負担を行います。
・市民は、市の財政運営に対して関心を持ち、経費節減について自らできる部分は自分たちで行います。

イ）行政の役割（市がやるべきこと）
・市は、分かりやすい情報公開を行い、市民への説明責任を果たします。
・市は、財政改革をすすめ、経費節減を行います。
・市は、財政計画の進行管理を適正に行います。
・市は、財政運営に関する職員の意識改革を図ります。
・市は、自主財源の確保に努めます。

実質公債費比率の成行き値は、普通建設事業の伸びに伴う合併特例債等の発行増額により公債費残高が
増加することとなり、実質公債費率の数値が悪化するとして、平成31 年度6.1％に設定しました。

基金残高（財政調整基金）の成行き値は、社会保障関係経費と普通建設事業に係る公債費が増加すること等
を踏まえ、毎年度の収支均衡を図るための財源不足を取り崩すこととして、平成31 年度2,831,000 千円に設
定しました。目標値は、収支均衡を図るための財源対策としての取り崩しが想定され、普通建設事業費等も小
中一貫校建設、御代志地区土地区画整理事業などの事業が継続され実質的な削減も厳しいと予想し同額を
設定しました。

税収納率（現年度）の平成26 年度の経済動向をみると、地方の好循環拡大に向けた緊急経済対策等の各種
政策の推進により、景気は緩やかに回復していくことが見込まれます。成り行き値ついては、収納率に影響が
ある法人市民税が毎年景気の動向に左右されることから、過去5 年間の平均値の80％を見込んだため、収納
率は現状値より低く設定しました。目標値については、県との連携を図り滞納整理体制確立、新規滞納者へ
の早期対応や滞納処分の強化を引き続き行い、また、業務の効率化・職員の育成を図りながら収納率向上に
努めることで設定しました。



【４】施策の現状と今後の状況変化

【５】この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
【１】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・市民の財政運営に対する関心が高まり、歳入増や歳出削減についての意見が増えています。
・財政健全化法に基づいた、早期健全化基準をクリアしていますが、今後も引き続き計画的な財政運営が求められます。
・歳入については、法人市民税の増減が著しく、地方交付税決定額にも影響があり財政見通しが困難な場合があります。
・普通交付税の合併算定替が終了し、一本算定に向けて段階的に減額が行われます。
・歳出については、扶助費等の増加による義務的経費が増加し、毎年度、財源不足が生じていますが、今後も人口増加が進み、義務
的経費の増加が予測されます。
・地方創生関連の取り組み実施による事業予算が必要となってきます。
・財政計画に基づく計画的な財政運営への取り組みを行ってきましたが、常に経済状況に合わせた財政計画の見直しが必要となって
います。
・資産や債務の正確な把握と管理、財務情報の分かりやすい開示などを目的として、全国統一的な「新地方公会計」の整備が進められ
ていきます。
・新規滞納者への早期対応や滞納処分の強化により、市税収納率は向上していますが、今後の経済状況の変化によっては、収納率の
減少も懸念されます。

（平成29年度（平成28年度振り返り）の施策評価における議会意見）
・企業等連絡協議会との連携や、工業団地の整備（企業の働き方改革の推進）を進めること
・ふるさと納税については、更なる工夫と税収アップに取り組むこと
・自主財源確保の為、更なる情報収集に努め、段階的な受け皿創出に努めること

（平成29年度（平成28年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
・引き続き、歳出の削減、歳入増のための新たな仕組みを考える取り組みを進めること
・財政状況の公開を分かりやすく行なうこと
・滞納が減っていくような工夫をすること

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載

（１）平成 ２9年度経営方針（平成27年度評価を踏まえた取り組み方針）からの振り返りは以下のとおり。
①「熊本地震の影響や国の動向・社会情勢の変化等に対応するため財政計画の見直しを行い、健全な財政運営を行う」については、
第2期基本構想期間である平成35年度までの財政計画について平成30年3月に見直しを行った。また、公債費の推移予想を平成51年
度まで行い、今後の財政運営の参考とするよう整理した。平成29年度一般会計決算ベースで、歳入は254億1,500万円の計画額に対し
て、決算額は257億986万7千円となり、2億9,486万7千円の差であった。これは、比率で1％程度の差でありほぼ予定通りの状況である。
また、歳出は248億9,600万円の計画額に対して決算額は247億9,810万４千円となり、ほぼ見込みどおりの結果である。平成２９年度決
算は、歳入総額は、257億986万７千円、歳出総額は、247億9,810万4千円となり、歳入歳出差引額から、翌年度へ繰越すべき財源を引
いた、実質収支額は、8億1,742万円となった。単年度収支は、マイナス9,438万８千円、実質単年度収支は、マイナス6億3,777万3千円
となった。

②「適正・公平な課税事務を推進し、安定的な税収の確保に努める」については、市税の各税目について課税客体を確実に把握し、適
正な課税に努めた。また、現年度収納については、新規滞納者を増やさないよう早期対応し、納期限内の納付の奨励に努めた結果、
前年度を0.07％上回った。（現年度収納率：99.47％）

③「予算・決算の状況等を広報紙や市ホームページで、分かりやすい情報提供に努める」については、随時、予算・決算状況をホーム
ページと広報紙に掲載し、財政事情の公表事務による資料も年2回公表した。

④「自主財源確保のため、ふるさと納税の更なる充実を図る」については、平成28年度よりインターネットを利用した寄付が可能となるよ
う、2つのサイト（ふるさとチョイス、楽天市場）へ合志市の情報を登録し周知した結果、平成29年度の寄付額は33,822,755円となり、平成
28年度の寄付額、22,465,506円から５０％の伸びとなった。

（２） 事務事業貢献度評価の結果では、平成29年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、法人市民税課税事
業、軽自動車税課税事業があげられた。貢献した事務事業として、市税・国民健康保険税収納事業、市県民税課税事業、たばこ税課
税事務、公営住宅使用料収納事務、交付税算定事務があげられた。

施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価） 財政の健全化シート３



【２】施策の課題

５　施策の29年度結果に対する審査結果
①　政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成30年7月19日）

②　総合政策審議会での指摘事項(平成30年8月2日、9日、27日まとめ）

③　議会の行政評価における指摘事項(平成30年9月14日）

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成31年度合志市経営方針(平成30年10月9日）

①最小の予算で最大の効果を上げる創意工夫による財政運営。
②予算・決算の状況等を広報紙や市ホームページで、分かりやすい情報提供に努めることが必要。
③財政運営に関する職員の意識改革を図る。

①特に、歳入増のための新たな仕組みを考えること
②新たな土地利用を考えること
③野球場等の集客施設を誘致し、その経済波及効果による自主財源の確保に努めること

①自主財源の確保に努めること
②税収アップに取り組むとともに、扶助費の抑制を図り、歳出削減に努めること

①財政計画を基本とし事務事業マネージメントシートの各指標を参考に、限られた予算を有効に活用する財政運
営に努める。
②自主財源の確保のため、適正かつ公平な税務事務を行うとともに、ふるさと納税制度の趣旨に沿った運用を確
実に行う。
③予算・決算の状況等を広報紙や市ホームページで公表し、市民に分かりやすい周知に努める。
④職員の財務知識を高めるため、職階級ごとに財務諸表等の説明を行う。
⑤負担の適正化を図るため、施設使用料及び各種手数料等の見直しを検討する。

財政の健全化施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価） シート４

・平成27 年度に普通交付税の合併算定替が終了し、平成32 年度の一本算定に向かって平成28 年度から段階
的に減額が行われ、今後ますます厳しい財政事情となることが予測されるため、これまで以上の自主財源の確保
と、歳出の抑制が必要となります。
・合併特例債も平成32 年度までと期間延長になり、必要な行政水準を確保するためには、一定の起債借入れは
必要になるため、将来の償還を考慮したバランスのよい財政運営を行う必要があります。
・年度によって生じる財源の不均衡（法人市民税の増減等）を調整するために設置している財政調整基金は、合
併当初の約16 億円から約37 億円（平成26 年度末）へ増えていますが、今後、交付税の減額や大規模事業の実
施などにより毎年度の予算編成において、取り崩しを行う必要が予測され、基金総額の減少が課題となります。
・大規模事業の実施にあたっては、PFＩ・PPP などの活用により歳出予算の圧縮を図っていく必要があります。
・人口増加と高齢化に伴い増えていく扶助費などについて、今後どのように対応していくかが課題です。
・公共施設の老朽化が進んでおり、計画的な維持補修や更新による財政負担の平準化が必要となります。
・市税等における高額滞納者に対する収納対策が課題です。


